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2023.4.1施行分の法的要求事項と大学として必要な準備①
１事業場における化学物質に関する管理体制の強化 【2023年度は該当なし】

２ 化学物質の危険性・有害性に関する情報の伝達の強化
〇SDSの通知方法の柔軟化（公布日施行） 【大学としての対応不要】
〇「人体に及ぼす作用」の定期確認と更新 【大学としての対応不要】
〇別容器で保管する際の措置の強化

法的要件：ラベル表示対象物を他の容器に移し替えて保管する場合や、対象物を製造し容器に入れて保管
する場合に、ラベル表示、文書、その他の方法で、その危険性・有害性を伝達しなければならない。

必要な準備：各研究室において、小分けした試薬のボトルにラベル等を添付
個人で使用するものについてはラベル添付の必要なし
共通で使用する小分け容器や洗瓶などへの添付の徹底
必要に応じて研究室内でのルール統一化

法的要求事項

研究室対応事項

事務対応事項
※研究室対応事項と事務対応事項は大学
によって異なる場合あり

３ リスクアセスメント(RA)に基づく自律的な化学物質管理の強化
〇RA結果等の作成と保存

法的要件：RAの結果と、結果に基づく措置内容等は、関係労働者に周知するとともに記録を作成し、次
のRA実施までの期間（最低3年間）は保存しなければならない。

必要な準備：記録の収集と保管を行う部署の確認と明確化、策定した内部ルールの周知徹底

〇RA対象物への暴露濃度低減措置

法的要件：労働者がRA対象物にばく露される程度を以下の方法等で最小限度にしなければならない
i 代替物の使用 ii 発生源の密閉、局所排気装置、全体換気装置 iii 作業方法の改善 iv 呼吸用保護具

必要な準備：各研究室において、局所排気装置内で使用が求められる薬品の周知、局所排気装置使用の徹底

必要な準備：研究室におけるRA対象物保有状況の調査と各研究室へのフィードバック
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2023.4.1施行分の法的要求事項と大学として必要な準備②
〇ばく露状況の労働者の意見聴取と記録

法的要件：上記の低減措置内容と労働者のばく露状況について、労働者の意見聴取、記録作成、3年間の
保存をしなければならない。

必要な準備：聴取対象の決定（学生を含めるかどうか）
効率よく聴取する仕組みの工夫（定期検診やウェブ問診の利用等）
記録の作成と保管部署の検討

法的要件：RAの結果に基づいて講ずるばく露低減措置等の一環として、健康影響への確認のために、労
働者の意見を聞き、必要と認められる場合には医師等が必要と認める項目の健康診断を行い、その結果に
基づき必要な措置を講じなければならない。

必要な準備：定期健診の利用、作業環境測定結果に基づく臨時の健康診断等による対応
保健管理センターなど検診を行う部署との調整

〇健康診断の実施と記録

〇がん原性物質の作業記録の保存
法的要件：RA対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造、取り扱う業務を行わせる場合は、その業務
の作業歴を記録し、30年間保存しなければならない。

必要な準備：研究室におけるがん原性物質の保持状況の確認、使用記録の作成

必要な準備：研究室におけるがん原性物質保有状況の調査と各研究室への記録の依頼
記録の収集と保管方法、保管部署の検討
特別管理物質の記録と保管のスキームに合流させることも可
薬品管理を情報化している場合は、対象物質の登録等のシステム対応
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2023.4.1施行分の法的要求事項と大学として必要な準備③

〇衛生委員会への付議事項の追加
４ 化学物質の自律的な管理の状況に関する労使等のモニタリング

法的要件：衛生委員会への付議事項に、下記4項目を追加し、自律的管理の調査審議を義務付ける。
i ばく露低減措置 ii 濃度基準値設定物質濃度を基準値以下とする措置 iii RA結果に基づく健康診断の結果
と措置 iv 濃度基準値設定物質の基準値を超えた場合の健康診断結果とそれに対する措置
必要な準備：安全衛生委員会等の委員会での付議事項に追加

〇がん等遅発性疾病の把握の強化
５ 化学物質に起因するがんの把握の強化

法的要件：1年内に複数の労働者が同種のがんに罹患した場合、業務起因性について医師の意見を聴くこと

必要な準備：各大学の保健管理部門による対応体制の構築の検討
（卒業生や移動した教員をどこまで追跡できるか）

〇健康障害おそれのある物質の保護具使用
法的要件：健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質の製造、取り扱い業務に従事する労働者に
は、その物質の有害性に応じて、障害等防止用保護具を使用させなければならない。

必要な準備：保護メガネ着用の義務化、保護衣、保護手袋の適切な使用の徹底

※必要な準備は厚生労働省と調整中のため変更になる場合あり。
※追加・変更がある場合はその都度更新する予定。


